




2025年ほっとニュース 7月号（別紙） 

 

“堺のまちで暮らし続けるために 

～障害者の権利と優生思想について考える～”に参加して 
 

6 月 24 日、堺市障害者自立支援協議会と堺障害者フォーラム共催で開かれた“堺

のまちで暮らし続けるために～障害者の権利と優生思想について考える～”に寄せ

て頂きました。 

 講師は、藤井克徳氏（日本障害者協議会代表）。「障害者権利条約と優生思想」と

題して講演されました。 

 

 全盲だと自己紹介された藤井氏。しかし、詳細な資料・根拠・歴史を基に分かり

やすく丁寧にお話しされました。全部頭に入っているんだ！とまず驚きました。都

立の養護学校教師を経て、作業所づくり運動に、そして障がい者運動へと、障害者

施策の前進へ向けて長年歩んでこられた経験を踏まえてのお話でした。 

 

「障がい者への差別と偏見の根底にある誤った優生思想は、どうしてつくられた

のか」その歴史をたどりながら、優生思想がもたらしたものを詳しく述べられたの

が印象的でした。 

 

 まず、2024年 7月 3日、最高裁大法廷での「優生保護法は違憲」との歴史的判決

に焦点を当て、政府は、「優生保護法に基づく処置（避妊・中絶手術）であり、当時

は適法。賠償請求については、既に年数が経過し時効であり請求権はない」と主張

していました。しかし、最高裁は、「優生保護法は法成立の当初から違憲である。こ

の件については賠償請求権の時効はない」と政府と法律を定めた国会を断罪しまし

た。大法廷 15人の裁判官が一致しての判決でした。 

 

 これを基に、政府は原告団との基本合意を締結。国会は全会一致の謝罪決議を行

い、補償法を成立させました。まさに、歴史的・画期的なことです。これを機に障

害者施策・制度を大きく転換させ、差別と偏見を根絶し、「他の者との平等を基礎と

した社会」を実現させねばなりません。 

 

 ところで、この優生保護法は、戦後の新憲法下の 1948年に成立し、1996年まで



厳然と存在し、これに基づき具体的な施策が行われ、社会に大きな傷跡を残してき

ました。この法律は、「優生上の見地から不良な子孫の出生を防止する」と謳い、戦

前は「兵隊に入れるかどうか」、戦後は「復興の足手まといになる」として、障がい

者は差別と偏見にさらされてきました。 

 この誤った優生思想は、戦後も堂々と新法として成立し、つい最近まで普通に存

在し効力を発揮してきました。その結果、優生思想が社会にまん延し、深く浸透し

てきました。「障がい者への差別と偏見の酷さと根深さは、ここにある」と強調され

ました。 

 

 この判決を受け、政府は謝罪して訴訟団と基本合意し、被害者への補償と偏見差

別の根絶へ向けて諸施策を実施するとしました。また、国会も全会一致で謝罪決議

を行い、補償法を成立させました。いよいよ新たな一歩を踏み出すことになったの

です。 

 

 しかし、これで、障がい者への差別と偏見は一気になくなるのでしょうか？ 

 藤井氏は、私たちと社会に対して、まず「学ぶこと」の大切さを強調されました。

長年、社会にまん延し、浸透してしまっている誤った優生思想の根絶には、私自身

をはじめ、社会全体の本腰を入れた不断の努力が求められます。 

 

 津久井やまゆり園事件は、誤った優生思想の根深さを示したと思います。「障がい

者は死んだ方が良い」とまで言い放ったこの事件の犯人が死刑になれば済む問題で

はありません。なぜこんな犯人を生み出したのか？社会の現状・あり方を逃げずに

見つめ直さねばなりません。この社会にある根深い差別と偏見、誤った優生思想の

根絶には、腰を入れた粘り強い取り組みが求められると痛感します。 

 

 藤井氏の講演をお聞きし、「他の者との平等を基礎」とした社会（障害者権利条約）

の実現と、「全て国民は、健康で文化的な最低限の生活を営む権利を有する。国はそ

の責務がある」（日本国憲法）とする社会の実現へ向けて、引き続き力を合わせてい

きたいと思いを新たにしました。 

          

2025年 7月 8日 NPO法人 ほっと理事長  松永 健治 
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